
補章 2

農村部における女性世帯主の公共圏への参加
―エチオピア・アムハラ州農村部の事例―

児 玉　由 佳

はじめに

　サブサハラ以南アフリカ諸国の多くの農村社会では，ブライスソンらが指

摘しているように近年「脱＝農業化」が進展しつつあり，従来の農業のみに

着目した分析ではその変化の全容を理解することはできない（Bryceson and 

Jamal eds.［1997］）。とくに，非農業就業が増加して農村部における人々の就

業がより多様化していくことによって，これまで農業を基盤として構成され

てきた農村の社会構造は，変化を余儀なくされているといえよう。このよう

な変化は，農村におけるジェンダー関係についても影響を及ぼしている。た

とえば，アフリカ諸国において経済自由化政策が進められているが，それに

よって創出された現金獲得機会に対して，男性のほうが女性よりも有利であ

るために収入面で男女格差が広がっているという調査結果もある⑴（Cockburn 

et al.［2009］，Bussolo et al.［2009］，Fontana［2009］，Golan and Lay［2009］）。

　エチオピアでは，1991年に社会主義を標榜するデルグ政権からエチオピア

人民民主革命戦線（Ethiopia Peoples Revolutionary Democratic Front: EPRDF）へ

と政権が変わったのち，大幅な経済自由化が進められている。とくにエチオ

ピア北部の農村部では土地不足が深刻化しているために，経済自由化政策と

あいまって，男性の土地無し層による非農業就業や出稼ぎの増加が報告され
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ている（Aklilu and Tadesse［1994: 48-49］）。そのため，これまでの農業を前提

とした世帯形成が必ずしも成立しなくなっていると考えられる。したがって，

農村に居住する女性にとっても，農業を営む男性と世帯を形成するという，

これまでの伝統的なライフコースが成立しがたくなってきている。エチオピ

アの農村部における社会変容は，女性へも大きな影響を及ぼしているのであ

る。

　本章では，このような農村部の変容によって大きな影響を受けていると考

えられる土地をもたない女性世帯主に注目する。彼女たちは，貧困ゆえにパ

ートナーである男性が出稼ぎなどで農村部から流出していった結果，女性世

帯主になった場合が多く，伝統的な農村女性のライフコースからは逸脱した

存在である。したがって，農業を前提とした社会構造にはなじみにくく，経

済的にも，男性世帯主世帯に所属する既婚女性や，土地をもつ女性世帯主と

比較しても脆弱な状況にある（児玉［2005b］）。本章では，彼女たちが農村社

会においてどのように人々と関係性を構築しようとしているのかを，住民組

織への参加状況をてがかりに考察していく。エチオピアの農村部において，

自助や相互扶助，宗教関連などの多様な組織が存在していることは，多くの

先行研究が認識している（Bahru［2002: 11-12］，Hyden and Mahlet［2003］，Muir

［2004］，Dessalegn［2008: 263-264］，Norad［2008: 24］）。また，このような組織

だけではなく，女性協会や党員組織などのフォーマルな組織の活動も農村部

では行われている。土地をもたない女性世帯主が，このような住民組織にど

のように参加しているのかを把握することで，彼女たちの農村社会における

位置づけと，生存戦略について分析していきたい。なお，分析にあたって，

これらの組織をジェンダーに関する市民社会や公共圏（public spheres）の議

論を参照して分類した。それにもとづき，本章で取り上げた住民組織は，そ

れぞれ，既存の社会構造を前提としたもの，新たな活動となるもの，国家や

政府と関係が深いものの 3つに分類されている。

　本章の構成は，以下の通りである。まず第 1節では，ジェンダーと市民社

会および公共圏との関係についての先行研究から主な論点をまとめ，それが
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どのように本章の分析枠組みに有効であるのかを検討する。第 2節では，調

査地のあるエチオピア・アムハラ州におけるジェンダー関係の先行研究を概

観する。第 3節で調査方法とその限界について紹介したのち，第 4節で調査

地をとりまく政治経済的状況を概観する。第 5節では，調査対象となる女性

世帯主の属性をまとめた後，どのように公共圏を形成していると考えられる

住民組織に参加しているのかを分析する。

第 1節　ジェンダーと市民社会・公共圏
―フェミニズム⑵の議論から―

　女性の地位向上のための活動，そして社会福祉サービス関連のボランティ

アなど女性が行うさまざまな活動が市民社会における活動として含まれるこ

と自体には，とくに反論はないであろう（Phillips［2002: 73］，山口［2004: 300］，

Howell［2005: 5］，World Bank［2006］）。しかし，近代市民社会論における近

代市民像からはもともと女性が排除されており，女性は私的領域である家庭

内において活動するものと想定されていたことを考えると，このような認識

は比較的最近のものであるともいえる（Phillips［2002: 72］）。このような認識

の変化は，現代の市民社会の議論が近代から大きく変容していることがその

理由としてあげられる。その変容をもたらした重要な要因のひとつが，家族

の領域も社会に含めるべきとするフェミニズムの議論であった。

　以下，ジェンダーと市民社会，公共圏の関係に関する先行研究を概観する。

1．市民社会論とジェンダー
―既存の公共圏との関係とオールタナティブな公共圏―

　近代市民社会とは，国家ではないのと同時に私的領域でもない領域として

提示された概念である。したがって，たとえばヘーゲルは市民社会から家族
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を排除しており，愛情によって形成された均質な集団である「家族」の代表

である男性が「公民」として市民社会に参加し，女性は家族のなかで生活す

る者として市民社会からは排除されていた（Cohen and Arato［1994: 628-631］，

Phillips［2002: 72］，山口［2004: 215］）。市民社会に関する議論の中心は，国家

や経済との境界をどう定めるかというところにあり，家族はこれら 3つの次

元の残余としてほとんど無視されてきたのである（Howell［2005］）。

　一方，フェミニズムの活動は，19世紀半ば以降の政治領域への参加すなわ

ち参政権の獲得という制度的な権利獲得のための運動から始まったが，1960

年代に入ってからは，私的領域として排除された家族および家族内に限定さ

れている女性の活動領域を公的領域に含めるべきという主張が主流となっ

た⑶（Pateman［1989: 131］，竹村［2000: 14］）。この主張の背景には，家父長的

性格をもつ近代市民社会自体への批判が根底にある。したがって，この主張

において要求しているのは，市民社会自体の解体であり，国家からの自律を

主張する市民社会論者とは論点が異なっていた（Howell［2005: 1-5］）。

　しかし，市民社会の性質が近代のものから，多元的な価値を前提とした領

域として大きく変容を遂げている現在，フェミニスト側からも市民社会の役

割についての見直しが進んでいる。フェミニズムが志向する社会変革の場と

しての市民社会領域の有効性について，留保付きではあるものの，フェミニ

スト側から期待が寄せられているのである（Phillips［2002］，Howell［2005］）。

　そこには，ジェンダーと国家権力との関係についての懸念が背景にあると

いえよう。国家権力は，アファーマティブ・アクションのように女性やマイ

ノリティの人々に強制的に資源配分を行うことが可能である。しかし，それ

によって，人々のジェンダーへの理解を深めることができるとは限らず，場

合によっては反発を招く場合もある。国家権力のみに依存せず，市民社会の

なかでの活動を通して，ジェンダー的な問題について人々の合意を形成して

いくことが必要であるという認識が，フェミニスト側にも生まれているので

ある（Phillips［2002: 77］）。

　フェミニスト側が想定する市民社会は，単一の存在ではなく，さまざまな
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価値観をもった人々がそれぞれ討議し合意を形成していく場として複数の公

共圏が，多元的に存在し，公共圏同士もまたさらに討議を深め，互いの理解

を深めていく重要な領域である（Howell and Pearce［2001: 58-59］，フレイザー

［2003: 123］，Gardiner［2004: 29］）。このような想定を基盤として，女性や労

働者など従属化された社会集団のメンバーには「オールタナティブな公共

圏」が重要であるとする主張がある（フレイザー［2003: 123］）。従属化され

た社会集団のメンバーは，既存の公共圏に参加を許可されたとしても，その

協議のプロセスにおいて対等の発言権が与えられるとは限らず，彼らは明示

的な参加資格による排除だけでなく，インフォーマルな形で排除されてしま

う可能性が高い。このような状況は，たとえば経済的貧困による教育機会の

喪失がもたらす「言説の資源」の貧困を願う者の発言が対等に扱われない場

合や，家事と仕事の二重負担を背負っているために「時間の貧困」によって

公共圏に参加できず自らの意見を表明する機会を失うといった形でも現出す

る（齋藤［2000: 10-11］）。したがって，「オールタナティブな公共圏」の提唱

者は既存の公共圏への参加を目指すよりも，まず，このような社会集団自身

が自前の公共圏をまず形成することを重視する。このようなオールタナティ

ブな公共圏の形成は，「撤退と再編成の空間として作用し，他方ではより広

い公共性へ向けた宣伝活動のための基地と訓練場所として作用する」（フレ

イザー［2003: 125］）ことができるのである。

　ただし，このようなオールタナティブな公共圏を形成したからといって，

ただちに権力構造の変化に結び付くとは限らない。市民社会が多元的な価値

観をもつ複数の公共圏によって形成されている領域であるのであれば，それ

は親フェミニズム的公共圏と同様に，反フェミニズム的な価値観をもつ公共

圏も多数存在していることを意味する。反フェミニズム的な価値観をもつ公

共圏に対しても働きかけて，強制ではなく合意を形成していくという作業は，

国家の強制による変化よりもはるかに時間のかかる作業となる。



272

2．ジェンダーと国家との関係

　ジェンダーと国家や政治との関係は，必ずしもつねに肯定的なものとは限

らず，複雑なものである。たとえばアファーマティブ・アクションのように，

国家は資源の再配分を強制的に行える権力をもつという点で，必ずしもフェ

ミニズムと反発しあうものではない。しかし，その一方で，国家が市民社会

とそこで活動する女性たちに，自らの責務を委譲しようとする場合がある。

たとえば国家が担いきれない老人介護サービスやチャイルド・ケアなどのさ

まざまな社会福祉サービスなどについては，女性による自発的な組織によっ

て担われる場合が多い（Phillips［2002: 83］）。

　また，フェミニズムの運動の経緯からも明らかなように，女性は，国家を

中心とした政治領域から排除されてきた。現在女性は市民社会の重要な担い

手であるといわれることが多いが，それは政治領域から女性が排除されてき

た結果，市民社会における女性の活動が活発化したという見方もできるので

ある。コミュニティ組織や，自助組織，宗教組織などさまざまな市民社会組

織に女性は活発に参加しており，そのような活動から社会運動のような動き

を生み出すことは確かに可能ではあるが，女性の市民社会における活動はそ

のなかにとどまることが多い一方で，男性の市民社会での活動は政治領域へ

とつながっていく場合も多い。このような違いがどこから生まれているのか

は，国家と女性との関係を踏まえたうえで吟味する必要があるといえよう

（Howell［2005: 5-6］）。

3．公共圏と住民組織

　近代市民社会の議論において想定された市民社会は，既存の男性優位の権

力構造を前提にしたものとしてジェンダーの観点から批判対象となってきた。

現代における市民社会論でも，多元的な公共圏の存在を所与として，実態と
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しての市民社会に存在する権力関係や排除のメカニズムが指摘されるように

なってきている（齋藤［2000］）。その主張のなかには，前述のように既存の

公共圏に対抗するオールタナティブな公共圏の重要性を説くものもある（フ

レイザー［2003］）。

　また，ジェンダーの問題は，既存の社会の資源配分の変更を迫るものであ

るために，国家との関係が重要な意味をもつ。社会の合意形成は，本質的な

社会変化をもたらすためには不可欠ではあるものの，国家がもつ資源配分に

対する強制力は，重要な役割をはたすことができる。

　これらの議論から，ジェンダー関係に着目した場合，住民組織について大

きく 3つに分類することができる。ひとつは，既存の社会構造を基盤とした

住民組織である。アフリカ農村社会でいえば，葬儀講や農作業における相互

扶助組織のような，伝統的な住民組織がこれに含まれる。次に，このような

既存の社会構造とは一線を画した新たな目的をもつ住民組織である。これは

たとえば現金経済の浸透によって行われるようになった頼母子講などをあげ

ることができる。そして 3つ目として，国家や政府と緊密な関係をもつ住民

組織である。女性協会や党員組織のようなフォーマルな組織がこれに相当す

る。

　なお，本章では，調査地で行われているさまざまな住民組織活動を公共圏

とほぼ同義として扱っている。ただし，公共圏が常に住民組織の形態をとる

とは限らない。たとえば，特定の目的をもった住民組織が形成されるために

は，その形成以前に人々がその組織の在り方について討議し合意を形成する

場としての公共圏が存在することが必要だからである。そしていったん住民

組織が形成されれば，参加者の間で新たな公共圏が形成されることになる。

複数の公共圏がたがいに重複部分をもちながら多元的に存在しているのであ

る。

　また，住民組織のなかには，必ずしも直接言論形成や国家への働きかけに

つながらないものもある。しかし，現在の公共圏の活動は，必ずしも大がか

りな政治運動である必要はなく，日々の生活のなかでの関心事にとりくむこ
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とを志向している場合も多い（Gardiner［2004: 44］）。したがって，人々が日

常生活の問題を解決するために集まり，話し合う場になるのであれば，それ

を公共圏であるとよぶことは可能であろう。

第 2節　エチオピア・アムハラ州の農村社会における
　　　　ジェンダー

　本節では，エチオピア・アムハラ州におけるジェンダー関係について先行

研究から概観する。エチオピアの農村社会では，以下にみるように，牛耕を

中心とした農耕技術を背景に男性に優位なジェンダー関係が構築されてきた。

1．男性中心の農耕技術とジェンダー

　Boserup［1970］は，耕作方法によって農業における性別労働分業の男女

比率が異なることを主張した。アフリカを中心とした移動耕作を起源とする

鍬を使う耕作（hoe-agriculture）と，人口稠密な地域に多い役畜を使う耕作

（draught cultivation）では，前者が女性中心，後者は男性中心の労働比率にな

るとしたのである。調査地であるエチオピア・アムハラ州は，地理的にはア

フリカに位置するものの，人口稠密な地域であるとともに農作業は牛耕が中

心であるため，農作業は男性中心に行われており，Boserup［1970］のアフ

リカに関する主張とは異なっている。Dejene［1995］によるエチオピア農村

における労働時間調査でも，睡眠以外の時間のうち，男性は56％を農作業に

費やしているが，女性は農作業には 2％のみで，家事に51％を費やしている

ことからも，男性が農作業の主要な労働力を提供していることがわかる。こ

のような農業への貢献度の性差は，エチオピア農村社会において，社会的に

も文化的にも男性優位な構造を形成することとなる。

　たとえば，アムハラ州農村部における女性の地位の低さは，男性と比較し
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た場合の女性の総就学率（女性： 7％，男性：10％。小学校）や識字率の低さ

（女性： 7％，男性：19％。同上）などのような統計的データからも明らかで

ある（Central Statistical Authority［1998: 64，73］）。また，先行研究でも，とく

に土地へのアクセスや夫や両親からの遺産の相続において，女性は不利な地

位におかれていることが明らかになっている（Women’s Affairs Office and the World 

Bank［1998］，Zenabaworke［2003］，Dessalegn［2008: 258-260］）。婚姻や土地，

相続のような慣習的な問題に関する紛争は，行政レベルでももっとも末端と

なる地区（Kebele）レベルでの調停にゆだねられることが多く，調停者は通

常男性の年長者であるため，女性にとっては不利であることが指摘されてい

る（Women’s Affairs Office and the World Bank［1998］）⑷。

2．婚姻の慣習

　婚姻形態は夫方居住婚であり，アムハラ州の大部分を占めるエチオピア正

教徒については， 7親等内の血族との婚姻は慣習的に禁じられている。その

ため，女性は出身地から遠方へと嫁いでいく場合が多い⑸。このような婚姻

における慣習の結果，女性は婚地に血縁関係のある者をもたず，女性の社会

関係も夫の血縁関係のなかに組み込まれていくことなる。

　ただし，アムハラ州における農村女性の離婚率は，全国平均の5.9％と比

較して，12.9％と 2倍以上も高い（Central Statistical Authority［1998: 30-32，

1999: 35-37］）。文化人類学的調査においても，アムハラの離婚率の高さは指

摘されている（Pankhurst［1992: 114］， Aspen［1993］）。離婚率が高い理由とし

ては，初婚年齢が10代前半と低いために結婚自体になじむことができない場

合や，家事労働の負担が大きいため家事労働を担う女性の再婚が比較的容易

であることをあげている先行研究もある（Pankhurst［1992］，Aspen［1993: 20］）。

しかし，筆者の聞き取り調査では貧困ゆえに家族としての生計が成立できず，

男性が出稼ぎにでるなどして家族が離散した結果である場合も多く見受けら

れた。
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3．就業機会と男性の農村流出

　就業機会について男性と女性を比較すると，男性にはコーヒー生産地や都

市部への出稼ぎなどでの選択肢があるが，女性の場合は，出稼ぎはあまり一

般的ではなく，就業機会が限られている。2007年の国勢調査では，エチオピ

アの農村部の20代と30代の人口は，女性が男性を上回っており，アムハラ州

の農村部も例外ではない（Population Census Commission［2008: 25］）。したがっ

て，農村部の経済活動を担う年齢層には，男性よりも女性が多い。この傾向

は，1984年と1994年の国勢調査でも確認されるが，2007年については，とく

に20代の男性の割合が低いことが特徴的であり，男性の人口が女性よりも10

％少ない状況にある（表 1）。これは，エリトリアとの国境紛争による戦死

者や HIV/AIDSなどの要因も考えられるが，主な働き手となる年代の男性が，

農村部から流出していることも大きな要因として考えられる⑹。

表 1　エチオピア・アムハラ州農村部男女人口比の推移

アムハラ州 全国
農村部全体 都市部 農村部 都市部

（男性/女性，％） 1984＊ 1994 2007 2007 2007 2007
10歳未満 107 102 102 　99 104 101
10代 114 108 107 　93 109 　93
20代 　99 　94 　90 　94 　88 　97
30代 　91 　91 　95 　97 　93 109
40代 104 105 102 102 102 116
50代 106 108 106 　78 106 　95
60代 124 123 117 　79 119 　92
70代以上 115 130 124 　85 135 　88
合計 106 103 102 　94 102 　99

（出所）　Central Statistical Authority［1990a，1990b，1990c，1998］，Popula-

tion Census Commission［2008］。
（注）　＊1991年以前の行政区分は，現在とは異なるため，該当地域とほぼ
重なる当時のゴッジャム州，ゴンダール州，ウェロ州を合算した。
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4．農村住民組織と女性

⑴　伝統的な住民組織と女性

　前述の通り，エチオピアの農村部には，さまざまな組織が活動しているこ

とは多くの先行研究が認識している。しかし，女性の住民組織について言及

している先行研究はほとんどない。

　1974年まで続いたハイレ＝セラシエⅠ世帝政期の Hoben［1973］による

アムハラを対象とする文化人類学的調査では，「世帯主は，教区や近隣のメ

ンバーを基盤とした制度的紐帯に加えて，多くの紐帯によって互いに関係し

あっている」（p. 79）として，世帯主たちによるさまざまなネットワークの

構築を報告しているが，ここでの世帯主とは男性をさしており，女性のネッ

トワークに関しての言及は皆無である。

　また，社会主義を標榜したダルグ政権（1974～1991年）の末期である1988

～89年に行われたアムハラ州での調査でも，女性間の紐帯にもとづいた活動

は宗教上の講が報告されているのみである（Pankhurst［1992: 151-152］）。こ

のような状況は，エチオピア南部に居住するエスニック・グループであるオ

ロモについては，性的虐待に対する女性による抗議運動を可能にする伝統的

制度の存在についての報告⑺があるのとは対照的である。

⑵　国家主導の住民組織

　1974年から91年まで続いたデルグ政権は，農村社会も国家動員の対象とし

て管理・統制を強化していた（Pausewang［1994: 214］）。たとえば，この時期

に設立された農民組合（Peasant Association: PA）は，1970年代後半に設立さ

れた当初は多くの農民が積極的に参加し，自律的，自発的な活動を行ってい

たが，1980年代中頃にはそのような性格は失われ，政府の行政組織の末端へ

と統合されていったと報告されている（Dessalegn［1994: 249］）。女性協会（Wom-

en’s Association）や青年連盟（Youth Association）もデルグ政権期に政府主導で
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設立されたが，強制加入であったため，人々は会費を税金と同一視するなど，

当時は参加意識も希薄であった（Pankhurst［1992: 34-35］）。また，PA以外に

も政府は生産者協同組合やサービス協同組合（service cooperative）などの設

立も奨励していたが，どちらも成功とはいいがたい結果に終わった。前者は

参加者が小農の 2割前後にとどまるなど活動は低調であり，後者については，

多くが赤字を抱えることとなったのである。これらはデルグ政権が崩壊する

と同時に，ほぼ活動を停止することとなった（Dessalegn［1990，1994］，Gezach-

ew［1994: 220-221］，Tessema［1994: 211］，児玉［2007: 31］）。

　政権が代わった1991年以降，EPRDF政権による「民主化」によって，そ

れまで政府の動員組織もしくは統制組織であったこれらの女性協会，若者連

盟，そして協同組合などが，政府からの支援を受けつつも，少なくとも形式

的には独立した市民社会組織として活動を再開している（Norad［2008: 25］，

児玉［2007］）。これらの組織への参加が，強制から自主的なものになったと

いう点が，前政権期とのもっとも大きな違いである。

　なお，前記にあげた組織のうち，農業に深く関わりのある，農民組合や協

同組合は，現在でも世帯ごとの参加であり，農地をもたない場合の加入は困

難である⑻。ただし，とくに女性を排除しているわけではないので，土地を

もつ女性世帯主の場合は参加できる（Original［1999: 207］，Zenabaworke［2003: 

82］）。女性協会については，年会費を支払えば成人女性ならだれでも加入で

きる。アムハラ州女性協会については，年会費は 3ブル⑼であり，低所得の

女性にとってもけっして大きな負担ではないといえる。また，アムハラ州女

性協会は，女性に特化したネットワークを構築していることから，女性対象

の開発プロジェクトの窓口になる機会が近年増えてきているという⑽。女性

に関する住民組織や NGOなどによって2001年に結成されたエチオピア女性

組織ネットワーク（Network for Ethiopia Women’s’ Association: NEWA）に参加する

など，女性協会も外部からの援助資金の獲得を目指して活動を行っている⑾。
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第 3節　調査方法と本調査の限界

　調査の対象となったのは，アムハラ州（Amhara Region）南ゴンダールゾー

ン（South Gondar Zone）東ウステ郡（Woreda）である。筆者は東ウステ郡農村

部である J地区（Kebele）の商業エリアにおいて，1998～1999年に訪問調査

による悉皆調査を行ったあと，現在に至るまで調査を断続的に行ってきた。

また，2007年には，近隣の L地区の商業エリア，S地区の農業エリアの住民，

そして都市部である東ウステ郡役所所在地で，比較対象としての調査を行い，

2008年には J地区において住民組織への参加状況についての訪問調査を行っ

た。J地区における訪問調査のカバー率は表 2の通りである。

　調査方法は，J地区については訪問調査によるインタビューであるが，

2007年の L地区および郡役所所在地の調査については女性協会担当官のリ

クルートによるインタビューであり，S地区での調査は，地区コミッティー

表 2　商業エリア J地区における調査カバー率の目安1）

全数 1998～1999（％） 20032）（％） 20083）（％）
全世帯 252 250　（99） 56（22） 25（10）
男性世帯主世帯 136 136（100）  2　（1） 14（10）
女性世帯主世帯 114 114（100） 54（47） 11（12）
不明 　2

（出所）　筆者作成。
（注）　1）　全数データは，1998～1999年調査時のものであり，それ以降の調
査におけるカバー率は目安である。
　　2）　2003年の調査対象者が，必ずしも1998～1999年における悉皆調査の
対象となったわけではない。また，調査対象者のなかには，この間に離別，
死別によって男性世帯主から女性世帯主になった世帯（ 8世帯）もいる。
女性世帯主世帯のなかには，1999年以降新たに独立した世帯（女性世帯主
世帯： 3世帯），新規移住した世帯（女性世帯主世帯： 6世帯）も含まれ
ている。
　　3）　2008年の調査対象者も，2003年と同様変動がある。死別によって男
性世帯主から女性世帯主になった世帯（ 2世帯），1999年以降新たに独立
した世帯（女性世帯主世帯： 1世帯，男性世帯主世帯： 4世帯），新規移
住した世帯（女性世帯主世帯： 6世帯）が調査対象者に含まれている。
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経由でのインタビューである。そのため，L地区および郡役所所在地の調査

データについては，後掲の表 8からも明らかなとおり女性協会会員の比率が

高くなるというバイアスの問題がある。したがって，本章では，それ以外の

住民組織（葬儀講，頼母子講）に関するデータのみを J地区の調査結果の補

強として使用する。

　本調査では，土地をもたない女性世帯主を分析対象の中心とし，既婚女性

などと比較しながら分析を進める。また，本調査においては，寡婦は夫の資

産を引き継いだ結果比較的裕福な女性が多く，離婚による女性世帯主とは経

済的地位および社会的地位が異なっており，分析においては異なる集団とし

て扱った。ただし，そのために，女性世帯主については，母数がさらに小さ

くなるという問題を抱えている（既婚女性10人，寡婦 3人，寡婦以外の女性世

帯主 7人）。

　また，今回の調査では，時間的な制約のため住民組織への参加状況の調査

に限定された。したがって，本調査において明らかにできることは，第 1節

で指摘した，公共圏への参加と排除の問題のうち，参加資格が承認されてい

るのかというフォーマルな参加状況と，その参加を阻む経済面などのインフ

ォーマルな排除要因である。もうひとつの参加と排除の問題である参加後の

発言権の獲得状況や，参加組織に対して参加者自身がもつ主体的な意識など

については，参与観察による発言数の記録や，より詳細なインタビュー等と

いった別の調査手法が必要となるため，今回の調査では明らかにできなかっ

た。

第 4節　調査地をとりまく政治経済的状況

1．調査地概観

　調査地である東ウステ郡 J地区は，国勢調査のなかで農村部に分類されて



補章 2　農村部における女性世帯主の公共圏への参加　281

いる。そのなかでも重点的に調査を行ったのが，週に 2回定期的な市が立つ

商業エリアである。

　J地区の人口は4731人であり，約 8割以上が専業農家として農業エリアに

居住しており，残りの 2割弱が調査地である商業エリアに居住している（ウ

ステ郡役所農業省，および筆者調べ）（表 3）。商業エリアでは，居住者はほと

んどが非農業活動に従事している。男性の多くが縫製業か商業，女性世帯主

のほとんどが地酒提供中心の飲食業などのサービス業に従事しており，周辺

の農民の消費に頼った職業が多い（表 4）。また，J地区のほとんどがエチオ

ピア正教徒であり，ムスリムは商業エリアに29世帯（ 9％）が居住している

のみである。調査地でのムスリムの生業は，ほとんどがシャッマ（綿の伝統

織物）織りもしくは商業である⑿。

　J地区には電気はなく，幹線道路からはずれているうえに，橋が渡されて

いない川に阻まれて公共交通機関はない。また，電話回線は電話局の取り次

ぎである。郡役所のあるウステに行くには，徒歩で 3時間～ 4時間かかり，

ごく少数の富裕な住民がラバ・馬を使用するか（ 2時間），40分ほどかけて

5キロメートル先の幹線道路まで出た後残りの10キロメートルをバスで移動

表 3　Ｊ地区人口構成

Ｊ地区（1997/98）1） 商業エリア（1998～99）2） 農業エリア（1998～99）3）

　 （％） 　 （％） （％）
全世帯数 1,069 （100） 252 （100） 817 （100）
　男性世帯主世帯 898 （ 84） 136 （ 54） 762 （ 93）
　女性世帯主世帯 171 （ 16） 114 （ 45） 57 （　7）
　不明 　2 （　1）
人口 4,731 （100） 790 （100） 3,941 （100）
　男性 2,650 （ 56） 369 （ 47） 2,281 （ 58）
　女性 2,081 （ 44） 421 （ 53） 1,660 （ 42）
（出所）　ウステ郡役所未公刊資料および筆者聞き取り調査より。
（注）　1）　1997/98年度 ウステ郡役所未公刊資料より。
　　2）　1998～1999年　筆者聞き取り調査より。人口については，調査のできなかった 2
世帯を除いたもの。
　　3）　1），2）より筆者推計
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する。自家用車もしくはトラックを所有している住民はいない。J地区の商

業エリアには，行政組織の末端になる地区コミッティー，農業局，学校（ 8

年生まで），クリニックなどがある。

2．深刻化する土地不足

　アムハラ州は慢性的に土地不足に苦しんでいる地域であり，この J地区も

表 4　職業別内訳1）

J地区商業地域 J地区農業地域（G村）
男性世帯主 女性世帯主 男性世帯主 女性世帯主

［n］ ［136］ ［114］ ［63］ ［4］
飲食店 　1 71 　0 0
土地賃貸 　6 11 　2 3
商業 29 10 　0 0
生徒 13 　9 　0 0
綿つむぎ 　0 　8 　0 0
機織り2） 21 　4 　0 0
農業 28 　3 56 1
日雇い 　5 　3 　2 0
公務員3） 　9 　1 　0 0
縫製業 22 　0 　0 0
賃金労働者（長期） 　8 　0 　0 0
製粉所経営 　3 　0 　0 0
なめし皮職人 　2 　0 　0 0
建築業（大工） 　2 　0 　0 0
出稼ぎ（コーヒー生産地） 　2 　0 　2 0
こどもの仕送り 　1 　0 　0 0
主婦 　0 　0 　0 0
無職 　2 11 　1 0
不明 　4 　2 　0 0

（出所）　1998～1999年筆者調査。
（注）　1）　複数回答を含む。
　　2）　ムスリムのみが従事している。
　　3）　教師，農業省開発員，クリニック勤務等。
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例外ではない。デルグ政権期の1970年代の土地再配分に加えて，現政権

（EPRDF）が政権を握る直前の1990年前後にも，EPRDF主導で再度土地の分

配が行われている⒀。しかし，人口に対する土地の絶対量が不足しているた

め，土地不足に対する根本的な解決には至っていない。

　EPRDFによる土地再分配では，その当時成人していた男女対して0.5ヘク

タールずつを分配している⒁（児玉［2005a］）。したがって，割り当てられた

農地面積は，J地区では夫婦世帯 1ヘクタール，成人単身者0.5ヘクタールで

あった⒂（児玉［2005a: 18］）。この農地面積では，平均収量から考えると，農

家 1世帯の生存最低限の収量しか期待できない⒃。

　1990年以降，政府による大規模な土地再分配は行われず，相続や，離村者

の農地保有権の喪失などが新たに土地を獲得する機会となっている。しかし，

土地を獲得できたとしても，相続ではさらに細分化された農地となり，生計

維持は困難である。このような状況下で，多くの若者は土地無し層になって

いる。男性の場合は，近辺で住み込みや通いの賃労働に従事する場合もある

が，コーヒー生産地であるオロミヤ州南部や都市部へと出稼ぎに行く場合も

多い（児玉［2004］）。

3．政治的状況

　2005年の総選挙では，全国レベルでは野党が大幅に躍進しており，EPRDF

側でも有権者の動向をけっして無視できない状況にある（西［2007］）。調査

地のある東ウステ郡および西ウステ郡⒄でも，2005年の総選挙において，連

邦議会議員および州議会議員ともに EPRDF⒅が勝利しているものの，野党

である統一民主連合（Coalition for Unity and Democracy: CUD）や統一エチオピ

ア民主勢力（United Ethiopian Democratic Forces: UEDF）も一定の得票数を獲得

している。全員落選したものの，東・西ウステ郡の 3つの選挙区において

CUDは連邦議会選挙では大体 1～ 3割，同時に行われたアムハラ州議会議

員でも 2つの選挙区で 3割の得票率は確保している。UEDFも，連邦議会 4
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％，州議会 9％（どちらも 1選挙区のみ）の得票率を得ている⒆。ただし，す

べての議席は与党である EPRDFによって占められており，調査地における

政治的な権力は EPRDFに集中している。

　なお，現政権下では「民主化」が進められているものの，けっして理想的

な「民主主義」が実現されているわけではなく，国家による農村社会への介

入や抑圧についての報告も多い（Bahru and Pausewang eds.［2002］）。調査地で

の現政権に対する人々の反応も肯定的とはいいがたい。現政権与党の活動に

対して，公然とした批判は聞かれなかったものの，政権与党とは一線を画し

ていることを強調する発言は複数あった。ただし，野党支持というわけでは

なく，政治への不信といったほうが妥当であろう。

　このような状況は，J地区コミッティーの役員を選ぶプロセスなどからみ

て，EPRDF側も十分認識していると考えられる。地区コミッティーの執行

部委員は全員 EPRDF党員から選出されているが，EPRDF側は，無投票状

態を避けるために，定員以上の人数の党員を立候補させて選挙を行っていた。

地区コミッティー役員は，連邦議会や州議会選挙での無記名投票とは異なり，

集会場で地区の有権者全員が出席し挙手にて選出される。匿名性は確保され

ないが，前回役員だったものが落選するなど，役員の入れ替わりは頻繁にあ

る。

　また，調査地では，国家や行政機関とは独立した形で人々が集まる機会と

して，民衆集会（People’s Conference: YeHzboch Sbsaba）がある⒇。民衆集会は，

地区の男女問わず成人の居住者全員が集まり，さまざまな議題について協議

する場である。ここで選出される代表者や会計は，とくに与党である

EPRDFの党員である必要はなく，参加者からの推薦で決定される。最近の

活動例としては，ヘルス・センター建設があった。プロジェクトごとに代表

者や会計などを決め，資金獲得のための公有地の木伐採などの許可申請を郡

役所に行う。その資金を使って建設を行うが，その時の労働力は地区の成人

全員（病人，老人は免除）が提供する。病気などで参加できない場合は参加

の代わりに現金を寄付することもある。これらの活動参加状況は記録される
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ことから，自発的な参加というよりも社会的な強制の意味合いもある。

第 5節　女性世帯主の住民組織への参加状況

1．女性世帯主のプロファイル

　本項では，調査対象となる女性世帯主のプロファイルを確認することで，

彼女たちを取り巻く具体的な経済・社会的状況を概観する。プロファイルか

ら浮かび上がってくるのは，新たに移住してきた商業エリアにおいて，とく

に血縁的な後ろ盾もなく，社会的地位も低い女性像である。さらに，学歴や

資本がないため，経済的な上昇を望むことも困難な状況にある。

　土地をもたない女性世帯主は，農業エリアから商業エリアへと移住して，

零細な商業，サービス業に従事する場合が多い（表 4，表 5）。したがって，

商業エリアにおける女性世帯主の割合は，農業エリアよりもはるかに高くな

っており，農業エリアには女性世帯主が男性世帯主の 7％しか居住していな

いのに対して，商業エリアでは45％が女性世帯主の世帯となる（表 3）。また，

J地区全体の女性世帯主の67％が商業エリアに居住している。

　農業エリアにおいては基本的に農業以外の経済活動は営まれておらず，土

地を保有していない女性には就業機会がほとんどないため，土地をもつ寡婦

表 5　商業エリア女性出身地内訳

女性世帯主 男性世帯主の妻
n （％） n （％）

調査地（商業地域） 　46 　41 30 　32
周辺農業地域 　62 　55 49 　53
都市部 　5 　4 12 　13 
不明 　0 　0 　2 　2 
合計 113 100 93 100 

（出所）　1998～1999年筆者聞き取り調査より。
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のような女性世帯主のみが農業エリアに居住し続けることができ，それ以外

は商業エリアへと移住せざるをえない。ただし，女性世帯主のほとんどに就

学経験がないため，商業エリアにおいても就業先は限られるといえる21（ 9

％，2007年 3月筆者調べ）。

　商業エリアにいる女性世帯主の出身地は，半数が商業エリアを生地として

いるが，それ以外は周辺の農業地域からの移住者となる（表 5）。移住者の

ほとんどは夫と離婚（52％）もしくは死別（37％）しており，商業エリア出

身者も44％は結婚を経験している（表 6）。また，女性世帯主になったのちに，

妊娠・出産を経験する女性も多く，2003年 7月の調査では，子どもをもつ女

性のうち56％に非嫡出子の子どもがいた。父親は，近郊の農民や商人である

場合が多い。ただし，このような関係は，一夫一婦制を基本とするエチオピ

ア正教の教えにおいては望ましいものではなく，公にすべきことではないと

されている。したがって，婚外子をもうけた場合，再婚することは困難とな

るなど社会的地位はけっして高くないといえる。

　商業エリアの女性世帯主たちのプロファイルからは，地縁や血縁からのネ

ットワークから離れて，孤立して世帯を営む女性像が浮かび上がってくるが，

実際にはどのように社会と関係性を構築しているのかを次に検討していく。

表 6　商業エリアの女性世帯主詳細

合計 商業エリア出身者 他地域出身者
離婚 20 　37％ 　6 　22％ 14 　52％
死別 16 　30％ 　6 　22％ 10 　37％
結婚経験無し 16 　30％ 14 　52％ 　2 　7％
不明 　2 　4％ 　1 　4％ 　1 　4％
合計 54 100％ 27 100％ 27 100％

（出所）　2003年 7月筆者聞き取り調査より。
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2．女性世帯主の住民組織参加の状況

　彼女たちはどのような形で農村社会において関係性を構築しているのかを，

住民組織などへの参加状況から検討する。第 1節で提示したように，既存の

公共圏との関係，オールタナティブな公共圏の形成，国家との関係性の 3つ

の側面から，住民組織を分類し検討する。

　全般的な結果をみると，男性も女性もほぼ同数の住民組織に参加している

ことがわかる（表 7）。なかでも男性の既婚者と寡婦以外の女性世帯主が，

比較的活発にさまざまな住民組織に参加しているといえる。これは，女性世

帯主が世帯の代表として住民組織の活動に参加していることも一因であろう。

また，就学経験があると，参加組織数の数が大幅に増える。男女別にまとめ

ると，男性は，葬儀講のような既存の社会組織への参加率が86％と非常に高

い一方で，与党党員組織のような政治へと直結する組織への参加率は14％と

表 7　プロファイル別参加組織内訳
（％）

n 平均年齢 葬儀講 頼母子講 女性協会 党組織 平均参加組織数
男性
既婚＊ 　6 43.2 100 50 - 17 2.2
未婚 　1 22.0 　0 　0 - 　0 0.0
就学あり 　5 39.8 100 60 - 20 2.6
就学なし 　2 41.0 100 　0 - 　0 1.0
男性合計 　7 40.1 　86 43 - 14 1.9
女性
既婚＊ 10 37.1 　90 40 20 30 2.1
女性世帯主（寡婦） 　4 40.5 　75 25 25 25 2.0
女性世帯主（寡婦以外）　7 35.6 　57 86 57 43 2.4
就学あり 　5 29.8 100 80 60 40 2.7
就学なし 16 39.6 　69 44 25 25 1.8
女性合計 21 39.1 　76 52 33 38 2.1
（出所）　2008年 7月筆者聞き取り調査より。
（注）　＊同じ世帯の夫婦が 3組含まれている。
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低い。女性の場合は，その属性によって若干結果が異なるが，男性と比較す

ると，総じて葬儀講への参加比率が平均76％と低く，与党党員組織への参加

率は男性よりも高い傾向にあり，とくに寡婦以外の女性世帯主にその傾向が

顕著である。

⑴　既存の公共圏との関係―葬儀講―

　既存の公共圏を基盤とする住民組織としては，まず農業に関連する農民組

合や協同組合などがあげられるが，その参加者は農地をもつ小農に限られて

いる。そのため，多くの女性世帯主のように農地をもたない場合，これらの

住民組織には参加することはできない。土地をもたずとも参加が可能である

伝統的住民組織としては葬儀講があげられる22。

　葬儀講の本来の目的は，葬儀のための費用や設備のための相互扶助である。

ただしこのような経済的利益だけではなく，悲しみを共有することで，社会

的な紐帯を確認するという側面もある。したがって，たとえ葬儀講のために

多額の金銭を提供していても，一度も葬儀に参加しないメンバーは除名され

る場合もあるという23。

　葬儀講は，世帯単位での参加が基本であり，夫婦であっても女性世帯主で

あっても， 1世帯が提供する現金や食料は同額である。食べ物や地ビールを

もちよることから女性の役割は大きい。なお，現金や食料は，葬儀があるた

びにもちよるものであり，毎月葬儀講のための資金を積み立てていく都市部

の葬儀講とは方法が異なる（Pankhurst［2000］，西［2009］）。調査地では，葬

儀講によって違いがあるが，平均して葬儀ごとに 2ブルと主食であるインジ

ェラ 2枚をもちよっていた。また，入会金が必要であり，50～100ブル程度

必要とされる。

　葬儀講自体は，上記の条件を満たすことができれば，とくに世帯主の性別

に関係なく参加することができる24。夫婦で世帯を形成している世帯の場合

は，最近移住してきた夫婦を除くとほぼ全世帯が葬儀講に参加している25。

それと比較すると，寡婦以外の女性世帯主の場合は 6割程度であり，けっし
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て高いとはいえない（表 7）。これは，商業エリアである L地区や東ウステ

郡役所所在地のある町においても同様であり，寡婦以外の女性世帯主の葬儀

講への参加率は，ほかの女性グループよりも低くなっている（表 8）。葬儀

講に不参加の理由としては，入会金が払えない，継続して葬儀講に現金と食

料などを提供できないといった貧困の問題がもっとも多かった。後述の頼母

子講については，比較的短期間でその見返りがあるとはいえ，毎週一定の金

額の拠出が必要であるが，葬儀講よりも高い参加率（86％）であることであ

ることを考えると，女性世帯主にとっては，葬儀講による社会的紐帯の確認

や存在の認知という間接的な利益は，頼母子講のような短期的に見返りのあ

る活動と比べると相対的に重要性が低いといえる。しかし，それでも過半数

表 8　東ウステ郡役所所在地，L地区，S地区における
女性の住民組織参加率（2007年）1）

（％）

［n］
葬儀講
参加者

頼母子講 女性協会2）

合計 73  79  90
都市部（Ｅ郡役所所在地） 29  76  76  85
　　　既婚 13  92  69  80
　　　女性世帯主（寡婦）  3  67  67  67
　　　女性世帯主（寡婦以外） 13  54  77  92
農村部 44  82  32  85
非農業世帯（L地区 ） 24  71  58  96
　　　既婚  8  88  38  88
　　　女性世帯主（寡婦）  2 100 100 100
　　　女性世帯主（寡婦以外） 14  57  71 100
農業世帯（Ｓ地区）
　　　既婚 20  95 　0  60

（出所）　2007年 8月聞き取り調査より。
（注）　1）　調査地は，都市部東ウステ郡役所所在地，L地区の商業地域，S

地区の農業地域である。党組織への参加率は質問項目に入っていない。
　　2）　調査対象者が女性の場合のみ。なお，調査協力者が女性協会の E郡
担当者であるため，女性協会への参加率は，とくに都市部と農村部非農業
世帯については，偏った結果となっている。
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の女性世帯主が参加しており，葬儀講への参加することによる社会的意義は

あると考えられる。

　葬儀講への参加は，女性世帯主にとっても自発的な決定によるものではあ

るが，実際には，貧困という参加障壁がある。貧困による葬儀講への不参加

による不利益は短期的には生じないものの，社会の一員として認知される機

会を失うことへとつながるおそれがあるといえよう。

⑵　新たな公共圏の形成―頼母子講（iqqub）―

　頼母子講は，広くアフリカでみられる相互扶助活動であり，女性によるも

のも多く報告されている（Tripp［1994: 163］，杉山［2007］）。エチオピアでは

多くの場合，現金収入のある都市部で行われる活動である。調査地において

も例外ではなく，農業エリアでは頼母子講は行われず，現金収入のある商業

エリアにおいて活発に行われている（表 7，表 8）。エチオピアにおける頼母

子講は，伝統的なものであるという説と，1936～41年のイタリア占領時代に

イタリアによってもちこまれたという説がある（Dejene［1993］）。2007年の

近隣地域での筆者の調査でも，イタリアによる占領時に始まったという聞き

取りがあったが，イタリア占領時期前後に現金経済が地方へも浸透した結果，

頼母子講が普及していったと考えるのが妥当であろう。

　フォーマルな経済領域から排除されがちである女性にとって，インフォー

マルな金融制度である頼母子講は重要な存在である。葬儀講でも観察された

ように，経済的貧困の結果公共圏への参加の可能性が閉ざされることを考え

ると，資源獲得の機会をもたらす頼母子講は，結果的にほかの公共圏との対

抗を可能にするオールタナティブな公共圏の役割を果たしているとも考えら

れる。農業エリアではみられない活動であることを考えると，地方出身者の

多い女性世帯主にとっては新しい活動であるといえる。また，頼母子講の活

動は短いサイクルで行われるため，葬儀講のように既存の住民組織に加わる

のとは異なり，立ち上げから終了までを自らで運営していかなければならな

い。また， 1サイクルが終了すると，各成員が継続か脱退かの判断を各自で
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行わなければならない。頼母子講の活動は，各参加者の主体性が重要なので

ある。

　調査地における頼母子講の方法は，毎週一度特定の金額をもちより，会員

のうちの 1人がその総額を受け取るというものである。したがって，会員の

人数と同じ回数だけ開催され，会員全員が受け取った時点で，講はいったん

終了し，新たな講が始まる。本調査では，構成人数は 9人から22人であった。

頼母子講で毎週支払う金額は，講にもよるが大体週10ブルから15ブルに集中

しており，受け取れる金額は100ブルから200ブルの間がもっとも多い（図 1）。

これは，女性世帯主が主に従事している飲食業での収入が，週20ブルから60

ブルであることを考えると，けっして低い金額ではない。なお，調査地にお

いても近隣地域でも，頼母子講で期間中に支払い続けられない者が出ること

はないといわれている。

　参加資格については，家族以外の会員が保証人になること，設定された金
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図 1　頼母子講受取金額

（出所）　2008年 7月聞き取り調査より。
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額をメンバー全員に順番が回るまで支払い可能であることのみであり，性別，

そして宗教についてはとくに問わない。したがって，男女混合のグループも

14組中 8組（57％）ある。女性世帯主のみで構成されている頼母子講は 1組

のみで，それ以外は既婚女性や男性との混合となっている。なお，今回の調

査では，男性のみで構成された頼母子講はなかった。このようなメンバー構

成は，女性世帯主がこの地域において孤立した存在ではなく，社会の一員と

して受け入れられていることを示している。頼母子講が安定して運営される

ためには，先に金を受け取ったとしても引き続き出資し続けるであろうとい

う信頼が不可欠であり，メンバー間には社会的紐帯が必要だからである

（Dichter［2007: 16］）。

　頼母子講への女性世帯主の参加率は，住民組織のなかでもっとも高く（86

％），この割合は，ほかのグループと比較してもかなり高い。類似した地域

的特徴をもつ L地区の商業エリアでも，女性世帯主は既婚女性よりも高い

参加率を示していることからも裏付けられるように（表 8），女性世帯主は

より積極的に頼母子講に参加しているといえる。なお，都市部において既婚

女性の頼母子講の参加率が高いのは，農村部と比較して市場経済が深く浸透

しているために，現金にアクセスできる機会が高いためであると考えられる。

⑶　国家と深い関係をもつ公共圏との関係―女性協会，与党組織―

　第 2節で検討したとおり，アムハラ州農村部では女性の地位は男性よりも

低く，伝統的な住民組織には女性に特化したものはほとんど報告されていな

い。さらに，女性世帯主の存在自体が比較的新しいことを考えると，農業を

基盤とした既存の住民組織のなかで，女性世帯主たちの生活向上をもたらす

可能性のあるものは，前述の頼母子講のほかにはみあたらない。そのような

状況を考えると，経済的にも社会的にも外部から変化をもたらせる存在とし

て，女性世帯主と国家との関係は重要である。

　一方，第 4節で述べたように，現政権の政治的基盤も磐石とはいえない状

況にある。したがって，与党政府側にとって，党員組織はもちろんのこと国
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家が活動を支援している女性協会や若者協会などへの人々のとりこみは，大

きな意味をもつ。

　女性協会提供によるデータでは，調査地のある東ウステ郡での女性協会の

会員数は7538人で，都市部で550人，農村部で6988人となっている。世帯数

に対する割合だと，都市部26％，農村部18％であり，都市部のほうが比較的

高い参加率となっている26。ただし，ここでは女性世帯主と既婚女性につい

ての内訳は不明である。また，党員組織については，その全容についてのデ

ータは入手できなかった。また，与党である EPRDFの党員は400万人，農

村部には350万人と報告されている27。この EPRDFによる報告が正しいので

あれば，農村人口の約14％が党員として登録されていることになる28。

　調査地では，寡婦以外の女性世帯主の女性協会および党員組織への加盟率

が高い。具体的には，女性協会への寡婦以外の女性世帯主の加盟率（57％）

は，既婚女性（20％）よりも高く，与党党員組織への参加率は，男性（14％）

よりも女性（35％）のほうが高く，とくに女性世帯主の参加率が女性のなか

ではもっとも高くなっている（43％）（表 7）。

　2007年および2008年の聞き取り調査では，女性協会会員にとっての参加の

利点は，保健衛生や家族計画，HIV/AIDSなどについての情報提供に限られ

ていた29。しかし，前述の通り，女性協会自体が援助資金獲得に熱心である

ことからも，開発プロジェクトへのアクセスにつながる可能性は高い。

　女性協会の会員 7人のうち 5人が党員組織に加入している一方で，非会員

14人のうちでは 2人のみが党組織に加入していることからも，女性協会と与

党党員組織は，何らかのつながりがあると考えられる。女性協会のスタッフ

についても，州から郡レベルまでは政府から独立した女性が活動しているが，

地区レベルになると，コミッティーの選挙で選ばれた女性が地区責任者とな

っている。女性協会の地区レベルでの活動は，与党寄りの性格をおびている

といえよう。

　このような状況から，国家主導の住民組織に対する寡婦以外の女性世帯主

の参加率が高い主な理由として 2つの可能性が考えられる。ひとつは，女性
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世帯主の既存の社会における不安定な地位である。男性の場合は，既存の社

会構造において有意な立場にあり，男性間の既存のネットワークを利用する

ことができる。また，政府と緊密な関係をもたずとも，民衆集会に参加して

自分の意見を主張することができる。したがって，与党の党員組織に加入す

る必要性はあまりないといえる30。一方，女性の場合は，民衆集会などへの

参加は認められているものの，筆者が観察する限り，そのような公共の場で

積極的に発言することは稀であった。女性にとっては，このような既存の公

共圏に参加したとしても発言権を得ることはできず，自らの要求を主張する

ことは困難である。このようなインフォーマルな排除から，異なるルートで

の資源や権力へのアクセスを求めて，党員組織や女性組織に参加していると

も考えられる。

　もうひとつの可能性は，国家からの働きかけである。国家の側からみると，

経済的，社会的に弱者である女性世帯主は男性よりも捕捉しやすい。夫の後

ろ盾や資産のある女性は，国家から自律して経済・社会活動を営むことがで

きるが，社会的に脆弱な女性世帯主は国家からの要請を無視することは難し

い。国家からの抑圧を避けるために，女性世帯主は国家に近い住民組織への

参加を選択している可能性もある。

おわりに

　これまでの夫婦によって構成される世帯単位での活動を前提とするアムハ

ラ州の農村社会において，土地をもたず，男性の庇護者のいない女性世帯主

は，比較的新しい存在といえる。本章では，さまざまな住民組織への参加状

況から，女性世帯主たちが，どのように既存の公共圏に参加できているのか，

また，新たな公共圏を作りだしているのかといるのかを検討した。

　まず，女性世帯主たちは，既存の公共圏から明示的に排除されているわけ

ではなく，参加は認められているということが確認された。彼女たちは，そ
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のプロファイルからも，政治・経済的そして社会的に劣位にあるといえるが，

それゆえに参加を拒否されることはなかった。また，女性世帯主たち自身も，

積極的にさまざまな公共圏に参加しようとしていることも明らかとなった。

　さらに，既存の公共圏に参加するだけではなく，頼母子講のように，自ら

の主体性が重要である場へも積極的に参加していた。頼母子講自体は直接言

論形成などに結ぶつくものではないが，これまで女性が家庭から離れて活動

する機会が限定的であったことを考えると，男性中心で形成されている公共

圏に対するオールタナティブな公共圏としての重要な「陣地」であるともい

える。

　一方，葬儀講の参加状況から明らかな通り，経済的貧困は女性世帯主の公

共圏参加への障壁となっている。参加の承認だけではなく，資源の再分配や

経済的な安定も確保されなければ，人々に公共圏への参加を保証したことに

はならないのである。

　調査地における農村社会は，男性の庇護者のいない女性世帯主のような女

性を一方的に排除するのではなく，その参加を受け入れていた。女性の公共

圏への参加をさらに促進するためには，女性自身が経済的な安定を獲得する

か，資源の再分配を社会に要求することが必要となる。それを実現するには，

女性が強制力をもつ国家に働きかける一方で，さまざまな公共圏において発

言権を獲得していかなければならない。今後はこのような側面に着目して，

農村社会における女性と公共圏や国家との動態的な関係を明らかにすること

が必要となるであろう。

［注］
⑴　ただし，ここでの現金獲得機会は，非農業就業だけではなく輸出作物生産
なども分析対象に含まれている（Fontana［2009: 29-30］）。

⑵　ジェンダーという言葉は男女の関係性を表す概念であり，言葉自体には，
男女間の不公正を排除するといった批判性はない。たとえばジェンダー規範
という言葉は，ある社会における男女間の関係に関する規範という意味をも
つが，その規範自体に対して否定や肯定をしているわけではない。このよう
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なジェンダーをめぐる権力関係に対して批判的に検討し問題化しようという
立場は，フェミニズムのものである。
⑶　「個人的なものは政治的なものである」というスローガンが，この時代の主
張を端的に表しているといえるであろう（Pateman［1989: 131］，竹村［2000: 
14］）。

⑷　1995年に施行されたエチオピア国憲法第35条では男女平等を謳っており，
憲法の慣習法に対する優位性も記されているが，現実に，さらに女性が上
級の裁判所に訴えるケースは少ない（Women’s Affairs Office and World Bank

［1998: 25］）。
⑸　筆者聞き取りおよび Pankhurst［1992: 113］。なお，この婚姻の慣習は，ア
ムハラ州において 8割を占めるエチオピア正教徒のものであり 2割近くを占
めるムスリムは異なる慣習をもつ。この血族との婚姻の禁止は，ハイレ・セ
ラシエ 1世時代に作られた民法の条項としても規定されており，551条で血族
関係を 7世代までさかのぼって同じ祖先をもつものと規定している一方で，
582条において血族同士の結婚を禁じている。ただし，2000年に公布された修
正家族法（The Revised Family Code）では， 3世代までに修正された。

⑹　1998年から2000年まで続いたエリトリアとの国境紛争では，両国合わせて
7万人の死者がいると推定されている（Times, December 8, 2005, http://www.

timesonline.co.uk/tol/news/world/article754553.ece.　2009年 5月 9日アクセス）。
⑺　Marit Tolo Østebø, “Wayyuu–Women’s Respect and Rights among the Arsi-

Oromo”（16 th International Conference of Ethiopia Studiesでの報告。2007年 7
月 5日）。

⑻　2008年 8月聞き取り調査より。
⑼　 1 USドル＝11.23ブル（2009年 5月 7日現在）。
⑽　2007年 8月アムハラ女性協会本部での聞き取り。
⑾　2007年 8月 NEWA事務所での聞き取りより。
⑿　1998～1999年の筆者調査。
⒀　この時期すでに EPRDFがこの地域において実効支配を確立していたためで
ある。
⒁　法律上の成人年齢は，憲法における投票権に関する規定から18歳と考えら
れる（第38条第 3項）。しかし筆者の聞き取り調査では，人々の成人の定義は
曖昧で明確な年齢区分はなく，通常結婚して親世代から世帯が独立していれ
ば，成人とみなされる傾向にあった。

⒂　この農地面積には，居住地周辺の裏庭などは含まれていない。裏庭などで
は，多くの場合，女性が自家消費や販売目的でジャガイモなどの野菜やゲシ
ョ（地ビールのホップの役割として使われる）を栽培している。

⒃　2001/02年度に行われた農業センサスの調査では，南ゴンダールゾーンにお
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ける穀物の 1ヘクタールあたりの平均収量は，主食穀物であるテフで800キロ
グラム，小麦で1000キログラム前後となっている（Central Agricultural Census 

Commission［2003b: 71］）。一方， 1人あたりの年間穀物必要量は大体230キロ
グラムと推計されており，アムハラ州農村部の世帯構成員が平均4.8人である
ことを考えると， 1世帯では1104キログラム必要となる（Gebre［2002: 42］，
Central Agricultural Census Commission［2003a: 37］）。したがって，1990年の
土地分配の時点ですでに生存最低限の農地しかなかったことになる。
⒄　東ウステ郡と西ウステ郡は，近年ウステ郡が東西に分割された結果できた
郡である。したがって，それ以前のデータは，分割前のウステ郡のものとな
る。

⒅　ここでの EPRDFとは，連合政権である EPRDFのなかのアムハラ民族民主
運動（Amhara National Democratic Movement）を指す。ただし，調査地では
与党を一般に EPRDFと呼ぶ場合が多い。
⒆　National Electrical Board of Ethiopia，HP: http://www.electionsethiopia.org/ 

Election%20Results.html　2009年 4月30日アクセス。
⒇　なお，民衆集会は，エチオピアのすべての地域で行われているものではな
い。他地域での活動は今のところ確認できていないため，民衆集会の活動が
この地域独自のものなのかは，さらなる調査が必要である。

21　ただし，多くの女性が，デルグ政権時に行われた巡回による短期の識字学
級に在籍した経験をもち，自分の名前を書くことはできる。

22　近年では，葬儀講への人々の参加率が高いことに着目して，とくに都市部
においてはさまざまな開発プロジェクトのネットワークとして利用されはじ
めており，本来の目的とは異なる活動も始まりつつある（Pankhurst［2000］，
Dessalegn［2008］，西［2009］）。

23　2008年 9月アディスアベバ大学開発学部ダガファ・トロッサ准教授より聞
き取り。

24　なお，J地区商業エリアでは， 2つの葬儀講が活動している。ただし，この
2つの葬儀講について，成員のプロファイルでの明確な差異はみられず，調
査対象者による説明からも違いが明らかにならなかったため， 2つの葬儀講
をまとめたかたちでデータを示した。

25　なお，独身男性の場合も，葬儀講に参加しない場合が多い。各世帯が主食
であるインジェラや地ビールなど，自宅で調理したものをもちよるため，通
常料理をしない独身男性が参加することは困難であるということ，また，結
婚するまでは男性を一人前とみなさないということなどが理由として考えら
れる（Pankhurst［1992: 116］）。

26　人口数が不明だった 6地区を除く。2007年 8月東ウステ郡の AWA担当者か
らの筆者聞き取り調査より。参加率については，Central Statistical Authority
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［1995］の地区単位の人口データをもとに筆者が試算した。
27　2006年 6月現在。EPRDFホームページ：http://www.eprdf.org.et/Eprdffiles/

abouteprdf1.htm　2009年 8月 5日アクセス。
28　Population Census Commission［2008］の農村部の18歳以上の人口を母数と
して，加盟率を計算した。

29　なお，ほかには奉仕活動も行っており，近隣の公有地での植林活動などを
行っている。

30　ただし，党員組織への参加を調査した男性は，商業エリアに居住しており，
そのほとんどが非農業経済活動に従事していたため，国家権力からの影響が
比較的希薄だったとも考えられる。土地保有権などの関連で国家との関係性
が重要である小農の場合は，党員組織への参加率が，商業エリアの男性より
も高くなる可能性がある。
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